
【事務事業シート（政策的経費）】
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令和５年度　　事後評価シート

Ｋ  P  Ｉ

実践校３校での全国コンテスト入賞件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 えひめ版ＳＴＥＡＭ教育研究開発事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

教科等横断型・課題解決型の学びにプログラミング教育等を融合させた「えひめ版STEAM教

育」を確立し、「多面的に学び、考える力」を育成して「新しい学びのスタイル」を県下に普

及することにより、就職・進学指導の強化を図る。

始期 R4

終期

Ｒ7年度 時点･期間 Ｒ8年度

現状値 12 件

目標値 30 件 目標値

R2年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間

R6

達成率 ％ 達成率 ％

件 実績値 件

達成率 123.33 ％ 達成率 ％

― 件

実績値 37 件 実績値 件 実績値

35 件 目標値 ― 件 目標値

千円

決算額 6,661 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 9,856 千円
最終現計予

算額

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※終期短縮（R6→R5）

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

事業終期は６年度であったが、５年度時点で最終目標を達成しており、当初の目標を達成したことから廃止することとした。

始期 H28

終期 R05

Ｋ  P  Ｉ

事後研修会及び報告会に参加した生徒において、世界的な視野、発想、思考を持つ意欲が湧いた生徒の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

当初 事　項 えひめ高校生次世代人材育成事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

日本の次世代リーダー養成塾への参加を通して、世界的な視野で発想、思考、行

動できる次世代を担う人材の育成を図る。

時点･期間 Ｒ８年度

現状値 70.6 ％

目標値 72 ％ 目標値 73

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ４年度 時点･期間 Ｒ５年度 時点･期間 Ｒ６年度 時点･期間 Ｒ７年度

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 72 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 74 ％ 目標値 75

千円

決算額 1,657 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 1,824 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※終期短縮（なし→R5）

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

日本の次世代リーダー養成塾に参加した生徒の経験に基づいた素晴らしい発表によって、KPIにおいて十分な成果を達成した。５

年度時点で最終目標を達成しており、当初の目標を達成したことから廃止。

コ　ス　ト

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５

年

度



3

4

始期 R5

終期 R8

Ｋ  P  Ｉ

①全国規模のプログラミング等のコンテスト等での入賞件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 えひめ高等学校プログラミング教育推進事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

情報スキルのコンテスト等を通して、生徒のプログラミングスキルの向上を図るとともに、セ

ミナー等を通じて、情報分野への進学・就職に重点を置いた教員の指導力の向上を図り、愛媛

の将来を担うデジタル人材を育成する。

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 1 件

目標値 2 件 目標値 3

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 件

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 2 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 4 件 目標値 5

千円

決算額 3,516 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 3,876 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 R3

終期 －

Ｋ  P  Ｉ

全国募集による入学生徒数の全国順位

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ているが、県が掲げているデジタル人材１万人輩出に向け、６年

度以降はプログラミング教育の必要性はますます高まってくることから、６年度以降は大幅に規模を拡大して実施

することとしている。

当初 事　項 えひめ高等学校全国募集促進事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

地元の市町と強固な信頼関係を築き上げ、「地域みらい留学」参画費の全額補助、公営塾や寮

の設置等の支援を実現するなど、特に熱意のある「地域みらい留学」参画校の活動を強力に

バックアップし、全国募集活動の強化を図る。

５

年

度

時点･期間 R9.4

現状値 2 位

目標値 1 位 目標値 1

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.4 時点･期間 R6.4 時点･期間 R7.4 時点･期間 R8.4

実績値 位

達成率 50.00 ％ 達成率 ％ 達成率

位

実績値 2 位 実績値 位 実績値 位

位 目標値 1 位 目標値 1

千円

決算額 15,857 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 19,954 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

バスツアーやSNS広告の拡充を図ることにより、本県の全国募集による県外からの入学者数は順調に増加（R5：88人→R6：112

人）したものの、KPI未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

KPI未達成ではあるものの、全国募集による県外からの入学者数は順調に増加（R5：88人→R6：112人）してお

り、これ以上の増加が見込まれることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

５

年

度



5

6

始期 H19

終期

Ｋ  P  Ｉ

当事業により、原子力・エネルギーについて理解が促進されたと回答する生徒の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 エネルギー教育推進事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

エネルギー教育について特色のある教育活動を実践している学校等に対し、環境

整備などの支援を行う。

時点･期間 R8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

千円

決算額 7,926 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 10,000 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 R5（繰越）

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

DXハイスクール指定校におけるICT機器整備進捗率（単年度）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPI実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も事業の概要を踏まえると目標達成すると考え

られることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

2月

補正

事　項 デジタル化対応教育設備整備費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

情報、数学等の履修を推進するとともに、ICTを活用した文理横断的な探求的な

学びを強化するため、必要な環境整備を図る。

５

年

度

時点･期間 R８年度

現状値 － ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5年度 時点･期間 R５年度 時点･期間 R６年度 時点･期間 R７年度

実績値 ％

達成率 - ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 R7.3頃判明 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 － ％ 目標値 －

千円

決算額 0 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 0 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

国の交付決定がR６年度となったため、R5年度は事業未実施。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出る見込みであり、国の補助事業が翌年度以降も継続される場合、

６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度

予算の見直しは想定していない。

５

年

度



7

8

始期 S62

終期

Ｋ  P  Ｉ

CEFR A2レベル（英検準２級）相当以上の英語力を有する高校３年生の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 外国語指導助手招致事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

国の協力を得て外国青年を招致し、高等学校等における語学指導を行うととも

に、地域レベルでの国際化を促進する。

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 49 ％

目標値 52 ％ 目標値 54

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R４年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 ％

達成率 98.46 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 51.2 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 56 ％ 目標値 58

千円

決算額 142,472 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
157,301 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

令和元年度の県内のALTの人数は14名であり、当時のCEFR　A２レベル相当以上の英語力を有する高校３年生の割合は43.9％で

あった。その後、事業の効果があり、令和５年度は51.2%となり、数値を伸ばすことができたが、0.8%不足する結果となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 S41

終期

Ｋ  P  Ｉ

産業教育関係の競技大会、コンクール等の全国大会の入賞件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 拡充

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績はほぼ予定通りの結果がでており、本県では令和６年度にはALTの人数を45人へとさらに

増員する予定であり、事業の拡充を図りたい。

当初 事　項 愛媛県産業教育振興会補助金 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要
高等学校産業教育の振興に要する経費を補助する。

５

年

度

時点･期間 R８年度

現状値 36 件

目標値 39 件 目標値 41

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R  ４  年  度 時点･期間 R５年度 時点･期間 R６年度 時点･期間 R７年度

実績値 件

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 39 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 43 件 目標値 45

千円

決算額 200 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 200 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は、ほぼ想定どおりの成果が出ており、現状を踏まえると６年度以降も、KPIは目標達成する

と考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

５

年

度



9

10

始期 S38

終期

Ｋ  P  Ｉ

定時制通信制課程における全国生活体験発表大会、各種競技全国大会の参加割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 愛媛県高等学校定時制通信制教育振興会補助金 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要
高等学校定時制通信制教育の振興に要する経費を補助する。

時点･期間 Ｒ８年度

現状値 3.8 ％

目標値 3.9 ％ 目標値 4

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ４年度 時点･期間 Ｒ５年度 時点･期間 Ｒ６年度 時点･期間 Ｒ７年度

実績値 ％

達成率 112.82 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 4.4 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 4.1 ％ 目標値 4.2

千円

決算額 200 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 200 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 R4

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

三崎高校の地方創生関係の大学・学部等への進学率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達

成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 新時代対応高等学校改革推進事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

地域社会の課題や魅力に着目した実践的な特色・魅力ある学びに取り組む「地域社会学科」の

設置に向け、カリキュラムの開発や先進的な取組みに係る研究等を実施する。

５

年

度

時点･期間

現状値 9 ％

目標値 25 ％ 目標値 50

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R  ４  年  度 時点･期間 R  ５ 年  度 時点･期間 R  ６  年  度 時点･期間

実績値 ％

達成率 56.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 14 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 ％ 目標値

千円

決算額 5,554 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 5,600 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

高校での地域と連携した学習によって、進学希望者のうち将来地方創生に携わりたいと考える生徒は、４年度の30％（23名中７名）から５年度の45%（22名中10名）に増加

したが、５年度は、教育や医療、農業等を通じて地域に貢献するために、地方創生関係以外の大学・学部へ進学することを希望した生徒が比較的多かったことから、地方創生

関係の大学・学部への進学者は３名にとどまり、未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度の目標達成率が想定よりも低調であったが、６年度に「社会共創科」を設置し、地域と連携した学習の機会

を増やすことで、地域を知り地域のために行動する意欲向上につながるため、地方創生関係の大学・学部等への進

学率が上昇すると考えられる。

５

年

度



11

12

始期 S57

終期

Ｋ  P  Ｉ

理科教育設備（備品）の整備率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 理科教育等設備充実費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要
高等学校等の理科教育に関する設備を整備する。

時点･期間 R8年度

現状値 89.7 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

千円

決算額 6,920 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 7,744 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H27

終期

Ｋ  P  Ｉ

職業教育に使用するＩＣＴシステムの不具合による授業支障件数

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの結果が出ており、引き続き適切な執行を行うことにより目標達成すると考

えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 産業教育ＩＣＴ機器整備事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

職業学科において実社会で通用するICT技術を習得し、卒業時の技術と就職後に必要な技術の

ギャップを低減するため、最新のICT機器を整備する。

５

年

度

時点･期間 R8年度

現状値 ― 件

目標値 0 件 目標値 0

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 件

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 0 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 0 件 目標値 0

千円

決算額 96,664 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 96,674 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPI実績は目標どおりの成果が出ているため、引き続き保守点検に努める。あわせて、令和6年度～8年度

にかけて毎年度行う予定の産業教育ＩＣＴ機器の契約更新の際には、基本スペックを向上させるとともに、リース

期間を短縮することにより、最新の職業教育環境を整えていく必要がある。

５

年

度



13

14

始期 R5

終期 ー

Ｋ  P  Ｉ

県立学校振興計画の実現に向けた取組に対して有意義であると感じている生徒の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

6月

補正

事　項 県立学校振興計画推進事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

令和５年３月に策定した県立学校振興計画の具体化に向け、「地域に愛され、誇れる学校づく

り」を着実に推進するため、統合後の学校の在り方を検討するとともに、多彩で魅力的な選択

肢の提供を実現するなど、振興計画の３本柱の実現に向けた取組を実施する。

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 － ％

目標値 86 ％ 目標値 87

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 ％

達成率 100.47 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 86.4 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 88 ％ 目標値 89

千円

決算額 24,050 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 33,271 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 Ｒ5

終期 R10

Ｋ  P  Ｉ

県立学校振興計画校の整備完了率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPI実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も、現在の取組状況を踏まえると目標達成する

と考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

6月

補正

事　項 県立学校振興計画校舎等整備事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

県立学校振興計画（R5.3決定）に基づき、新学科・コース等に対応した施設・設備を整備する

ことにより、どの地域の生徒にも夢や進路実現を目指すことができる教育環境を確保し、「地

域に愛され子供たちに選ばれる学校づくり」に取り組む。

５

年

度

時点･期間 Ｒ5～Ｒ8年度

現状値 － ％

目標値 0 ％ 目標値 21.4

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5～Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ5～Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ5～Ｒ7年度

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 0 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 64.3 ％ 目標値 92.9

千円

決算額 29,600 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 41,255 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

事業開始初年度であり、整備を完了した学校がなく、評価が困難であることから、来年度以降に検討するのが適当

であると考えられる。

５

年

度



15

16

始期 R元

終期 R7

Ｋ  P  Ｉ

県立学校ＩＣＴシステムの不具合による授業支障件数(減少率＝達成率)

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 県立学校ＩＣＴ活用教育環境整備費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

「主体的・対話的で深い学び」を推進し、生徒の情報活用能力を育成するため、

全県立学校にWi-Fi環境を整備する。

時点･期間 R8年度

現状値 64 件

目標値 0 件 目標値 0

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 件

達成率 10.90 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 57 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 0 件 目標値 0

千円

決算額 107,130 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
107,300 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

R4年度から授業支障件数は減少したものの、機器の交換を要する障害が授業の支障につながるということが依然としてある。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H26

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

授業時間の半分以上、生徒による言語活動を行った学校の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　Wi-Fi環境の利用開始から4年経過し、教職員や生徒が使い慣れたこともあり、電源プラグが抜けていたり端末・

Wi-Fi関係機器の設定を誤っていたことに起因する授業支障件数は大幅に減った。一方で、保守点検業者によるWi-

Fi関係機器の交換対応を要する授業支障件数が増加しているため、令和7年度予算により安定的かつICT機器の増加

を見越した快適なWi-Fi環境更新に着手する必要がある。

当初 事　項 英語ディベート・コンテスト開催事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

ディベート・コンテストを通して、生徒の英語によるコミュニケーション能力の

向上を図る。

５

年

度

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 58.9 ％

目標値 62.5 ％ 目標値

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R３年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 ％

達成率 76.80 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 48 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 ％ 目標値

千円

決算額 926 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 1,056 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※終期短縮（なし→R5）　　繰り返し英語の言語活動を行わせることによって、文法事項や表現方法を生徒に定着させるのではな

く、教員による解説や、紙面での演習により定着させようとする教員が多かったことによる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

　令和６年度からは、えひめ高等学校英語教育推進事業の中でよりよい言語活動のあり方について研究していくこととしている。

各学校訪問研修などにおいて、好事例の共有を図り、活発な言語活動が行われるよう指導していきたい。

コ　ス　ト

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５

年

度



17

18

始期 H26

終期

Ｋ  P  Ｉ

コンテスト参加を通して、将来の自分のために、理科、数学等を勉強することが重要だと思った生徒の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 高校生おもしろ科学コンテスト事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

数学・理科等に関する科学コンテストを実施することにより、科学的な見方や考

え方を養う教育を実践する。

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 75.4 ％

目標値 78 ％ 目標値 82

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 ％

達成率 101.28 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 79 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 86 ％ 目標値 90

千円

決算額 930 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 1,297 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H25

終期

Ｋ  P  Ｉ

外国留学やスピーチコンテストにおける交流体験活動等を通して異文化理解が深まった生徒の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達

成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 高校生グローバルチャレンジ推進事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

高校生の海外留学を支援するとともに、異文化を理解し他国の人々と共生できる高校生を育成

するため、日本語スピーチコンテストに出場する海外高校生との交流を図る。

５

年

度

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 ― ％

目標値 79 ％ 目標値 81

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 ％

達成率 120.38 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 95.1 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 83 ％ 目標値 85

千円

決算額 3,720 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 6,276 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※終期短縮（なし→R5）

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

本県の発展を支えるグローバル人材育成の促進を目的として、平成25年度から本事業を実施してきた。令和５年度は、61名の生徒が補助金を活用した留学を実施し、異文化

への理解が深まった。しかし、海外高校生による日本語スピーチコンテストは、主催者の都合により、中止やビデオ審査での開催となり、生徒が深く関わることができなかっ

た。６年度からは、えひめ高等学校英語教育推進事業等において、生徒の異文化への理解が深まる取組を実施していきたい。

コ　ス　ト

見直し方向性

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５

年

度



19

始期 R5

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

CEFR A2レベル（英検準２級）相当以上の英語力を有する高校３年生の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 高校生英語発信力育成事業費 予算主管課 高校教育課

事　業

概　要

英語が堪能な人材の活用、1人1台端末を活用した海外との交流を促進することにより、教員の

指導力向上、生徒の英語による思考力・判断力・表現力や、対外発信力の向上を図る。

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 49 ％

目標値 52 ％ 目標値 54

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R４年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

実績値 ％

達成率 98.46 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 51.2 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 56 ％ 目標値 58

千円

決算額 5,056 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 5,951 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※終期短縮（R7→R5）令和元年度に43.9%であったCEFR A2レベル相当以上の英語力を有する高校３年生の割合は令和４年度に

49.0%となり、R５年度は51.2%まで上昇した。目標値の52%には0.8%不足する結果となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

文部科学省により実施される英語教育実施状況調査では継続して数値を上げることができ、本県の高校生の英語力の向上に寄与す

ることが出来た。今後は事業の形を変え、本県の英語教育の改善につながるようにしていきたい。

コ　ス　ト

見直し方向性

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５

年

度


